　　　　　　　　　

　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文　　書　　番　　号
       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
  人事院事務総長　　殿
                                                        申  請  者
　人事院規則21―０（国と民間企業との間の人事交流）第31条の規定に基づき、交流派遣の実施に関する計画の認定について下記のとおり申請します。
	交流派遣元機関      　　　

	交流派遣予定職員に関する事項             

	 氏　名   　
	生年月日  昭和・平成　年　月　日 (　　)歳

	 現官職　　　　　　　局・部　　　　　　課・室

	 交流派遣実施予定日前２年以内に占めていた官職及び職務内容

	  

	  

	  

	   

	 派遣先予定企業の名称     

	  所在地   　

	  事業内容    

	   

	        

	  常勤従業員数        　　　　　
	 資本金又は出資金額  　

	

	 配属予定部門      

	 地位              

	 業務内容                        

	   

	 派遣期間　　　自　令和　　年　　月　　日      
　　　　　   　至  令和　　年　　月　　日

	 賃金、労働時間その他の労働条件

	   

	 福利厚生

	   

	交流派遣実施予定日前５年以内において当該職員が在職していた国の機関と派遣先予定企業との間の契約の締結又は履行に関する事務に従事したことの有無及びその内容

	   

	  

	 

	交流派遣実施予定日前２年以内において当該職員が在職していた国の機関の派遣先予定企業に対する処分等に関する事務の所掌の有無及びその内容

	  

	

	

	交流派遣実施予定日前５年以内において当該職員が在職していた国の機関と派遣先予定企業との間の契約関係の有無及びその内容

	 

	 

	

	

	人事院規則21―０第４条第５号から第13号までに掲げる法人との間の人事交流に関する次の事項

	１　交流派遣予定職員が当該法人の実務を経験することを通じて効率的かつ機動的な業務遂行の手法を体得し、かつ、民間企業の実情に関する理解を深めることができると判断した理由

	

	

	

	

	２　交流派遣実施予定日前５年間に係るそれぞれの年度において派遣先予定企業における事業の運営のために必要な経費の総額及び国等の事務又は事業の実施等（人事院規則21―０第19条に規定する国等の事務又は事業の実施等。以下同じ。）から得ている収益の総額

	

	

	

	

	

	３　交流派遣実施予定日前５年間に係るそれぞれの年度において当該職員が所属することとなる部門における事業による収益の総額及び当該部門において国等の事務又は事業の実施等から得ている収益の総額

	

	

	

	

	

	交流派遣実施予定日前２年以内における派遣先予定企業に関する次の事項

	　１ 業務に係る刑事事件に関し起訴を受けたことの有無及びその内容

	       

	  ２ 不利益処分（行政手続法第２条第４号に規定するもののうち人事院の定めるも　　の）を受けたことの有無及びその内容

	       

	交流派遣元機関と派遣先予定企業との間の人事交流の実績  

	  

	

	交流派遣予定職員（指定職職員）に係る当該交流派遣予定職員を交流派遣の期間の満了により職務に復帰した後継続して勤務させ、及び当該交流派遣予定職員の交流派遣による経験等を生かすための当該交流派遣予定職員の配置その他の人事等に関する方針

	１　人事等に関する基本的考え方

	

	

	

	２　交流派遣から職務に復帰した後の職員の活用の方法その他必要と認められる事項

	

	

	

	

	その他の事項

	   

	 

	担　　当

	派遣元
	 省庁名　　　　　　　　　　　局課名  　　　　　　

	
	
	 氏名     

	
	
	 ℡   　　　　                 Fax 

	
	派遣先
	 企業名  　　　　　　　　  　部課名　　

	
	
	

	
	
	 氏名    

	
	
	 ℡   　　　　                 Fax 



※　本計画書には、次に掲げる資料を添付すること
　1.　交流派遣予定職員の人事記録の写し
  2.　派遣先予定企業の定款、組織図、営業報告書その他当該派遣先予定企業が現に行　　　っている事業内容を明らかにする資料
  3.　交流派遣予定職員を就かせようとする派遣先予定企業における地位及び業務内容　　　を証明する当該派遣先予定企業の文書
  4.　官民人事交流法第７条第３項に規定する派遣先企業との取決めの締結を証明する文書

5.　就業規則、賃金に関する規程その他派遣先予定企業における労働条件及び福利厚　　　生に関する資料
  6.　派遣先予定企業が交流派遣予定職員に支給しようとする初任給月額を証明する当　　　該派遣先予定企業の文書
  7.　官民人事交流法第７条第２項に規定する職員の同意に関する文書
  8.　交流派遣実施予定日前２年以内において交流派遣予定職員が在籍していた国の機　　　関の部署（本省庁の部長等の官職の場合は本省庁の局庁等、本省庁の課長等の官職　　　の場合は本省庁の課等、本省庁のその他の官職の場合は本省庁の最小組織（班、係等））の派遣先予定企業に対する官民人事交流法第５条第１項第１号に規定する処分等に関する所掌事務の内容を明らかにする資料（法律、政令、省令、訓令の写し等）
  9.　交流派遣実施予定日前５年以内において交流派遣予定職員が在職していた国の機　　　関と派遣先予定企業との間の契約関係の内容を明らかにする資料
  10.　人事院規則21―０第４条第５号から第13号までに掲げる法人に交流派遣をしようとする場合における次に掲げる資料
(1)　交流派遣実施予定日前５年間に係るそれぞれの年度において派遣先予定企業における事業の運営のために必要な経費の総額及び国等の事務又は事業の実施等から得ている収益の総額を明らかにする資料
(2)　交流派遣実施予定日前５年間に係るそれぞれの年度において当該職員が所属することとなる部門における事業による収益の総額及び当該部門において国等の事務又は事業の実施等から得ている収益の総額を明らかにする資料
11.　1.から10.までに掲げるもののほか、参考となる資料

